


ア 企業に関する要件

(ｱ) ２(2)イからエに挙げる基準を満たす管理技術者及び照査技術者を当該委託業務に配置できるこ

と。

(ｲ) 同種又は類似業務の実績

以下に示す同種業務又は類似業務について、公告日までに完了した業務（再委託による業務の実

績は含まない。）において、企業単体もしくは共同企業体の代表構成員として、実施した業務１件

以上の実績を有さなければならない。

ａ 同種業務：広域道路整備基本計画、道路整備中期計画、道路整備プログラム、道路整備五箇年

計画、都市交通マスタープラン等の、道路に関する広域的かつ中長期的な計画の策

定業務

ｂ 類似業務：総合交通体系基本計画等、道路・交通に関連のある計画の策定業務

（同種業務、類似業務とも日本国内における国、都道府県、政令指定都市その他の公共事業を実

施する機関の実績で、契約金額が500万円以上の業務とする。また、ここでいう「広域」とは、生

活の拠点となる主要な複数の市町村にまたがる規模以上とする。「中長期的」とは、５年から概ね

20年とする。「道路計画業務」とは、道路ネットワーク計画策定等を指し、道路概略設計や詳細設

計等の設計業務、個別道路の需要推計業務は含まない。以下同じ。）

イ 配置予定技術者の資格に関する要件

(ｱ) 管理技術者

以下のいずれかの資格保有者であること。

ａ 技術士（総合技術監理部門：道路）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者。

ｂ 技術士（建設部門：道路）の資格を有し、技術士法による登録を行っている者（当該で平成13

年度以降に試験に合格した者は、７年以上の実務経験を有し、かつ、業務に該当する部門（技術

士制度における技術部門）に４年以上従事している者。）。

ｃ ＲＣＣＭ（道路部門）の資格を有し、「登録証書」の交付を受けている者。

(ｲ) 照査技術者

(ｱ)の管理技術者に要する資格保有と同じ。

ウ 配置予定技術者の業務実績に関する要件

(ｱ) 管理技術者

管理技術者は、公告日までに完了した業務において、下記ａ又はｂの実績を１件以上有すること。

ａ 同種業務：広域道路整備基本計画、道路整備中期計画、道路整備プログラム、道路整備五箇年

計画、都市交通マスタープラン等の、道路に関する広域的かつ中長期的な計画の策

定業務

ｂ 類似業務：総合交通体系基本計画等、道路・交通に関連のある計画の策定業務

※(ｱ)においては、管理技術者若しくは担当技術者として携わった業務実績を対象とする。

（同種業務、類似業務とも日本国内における国、都道府県、政令指定都市その他の公共事業を実

施する機関の実績で、契約金額が500万円以上の業務とする。以下同じ。）

(ｲ) 照査技術者

(ｱ)の管理技術者の業務実績に関する要件と同じ。

エ 配置予定管理技術者の手持ち業務量に関する要件

管理技術者は、全ての手持ち業務の契約金額が４億円未満かつ手持ち業務の件数が10件未満である者

とする。ただし、契約金額が、1,000万円を超える業務で、管理技術者が低入札調査基準価格以下で契

約した業務を担当している場合は、手持ち業務の契約金額が２億円未満、又は手持ち業務の件数が５件

未満とする。

※手持ち業務量とは、平成24年12月５日現在（特定後未契約のものも含む。）において管理技術者又

は担当技術者となっている500万円以上の他の業務をいう。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準等

測量及び建設工事コンサルタント業者等の指名に関する要領に定める指名基準による。なお、同基準中

の「(1)当該業務に対する技術的適正、(2)会社の経営状況及び使用人数並びに技術者の状況、並びに(4)過

去における成果の状況」については、同種又は類似業務の実績並びに配置予定技術者の資格、業務の経験



及び手持ち業務等を勘案するものとする。

４ 受注者の特定に関する事項

(1) 評価の方法

算出方法は、以下のとおりとする。

ア 評価値の算出方法

評価値＝技術評価点

イ 技術評価点の算出方法

技術提案書の内容に応じ、下記(ｱ)、(ｲ)、(ｳ)の評価項目毎に評価を行い、技術評価点を与える。

(ｱ) 予定技術者の経験及び能力

(ｲ) 実施方針等

(ｳ) 特定テーマに対する技術提案

(2) 受注者の決定方法

受注者の決定は、(1)によって算出された評価値の最も高い者を受注候補者とする。

なお、評価値の最も高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて受注候補者を選定する。

受注者は、受注候補者を指名審査会の審議を経て、決定する。その結果は技術提案書を提出した者全

員に通知する。

５ 各種手続き等

(1) 入札説明書、設計図書の交付期間、交付方法等

ア 交付期間 平成24年12月５日（水）から

イ 交付方法 沖縄県電子入札ポータルサイト内、入札情報システムからダウンロードして下さい。

【入札情報システム】https://www.ep-bis.supercals.jp/ebidPPIPublish/EjPPIj?KikanNO=4700000

ウ 問い合わせ先 公告文６(5)イの場所

(2) 参加表明書の提出等

参加を希望するものは、下記により参加表明書を提出するものとする。

ア 参加表明書の提出期間、提出場所、方法等

(ｱ) 期間 平成24年12月５日（水）から平成24年12月13日（木）まで

(ｲ) 提出場所、方法等 別紙簡易公募型プロポーザル方式（総合評価型・単体発注）参加説明書（以

下「参加説明書」という。）による。

イ 技術提案書の提出要請の通知（選定通知）

郵便等をもって平成24年12月18日（火）発送を予定する。

(3) 技術提案書の提出等

技術提案書の提出方法は、次のとおりとする。

ア 提出資格

３に基づき、技術提案書の提出要請を受けた者。

イ 技術提案書の提出期間等

(ｱ) 期間 平成24年12月18日（火）から平成25年１月８日（火）まで

(ｲ) 提出方法等 参加説明書による

ウ 技術提案書のヒアリング

(ｱ) 期間 平成25年１月10日（木）午後２時から４時まで（予定）

(ｲ) 方法等 参加説明書による

(4) 受注者の決定日

受注者の決定は、下記の日時までには決定する予定である。なお、技術提案書を提出した者には、４

(2)により通知する。

ア 日時：平成25年１月16日（水）（予定）

６ その他

(1) 契約保証金

契約を結ぼうとする者は、沖縄県財務規則第101条及び契約書の定めるところにより、契約保証金を



納めなければならない。

(2) 参加資格の喪失

本公告に示した参加資格のない者の評価又は参加表明書、技術提案書申請書及びその他提出資料に虚

偽の記載をした者の評価は無効とするとともに、指名停止を行うことがある。

なお、技術提案書の提出要請を受けた者であっても、要請後、指名停止措置を受け受注者の決定時に

おいて指名停止期間中である者の評価も無効とする。

(3) 参加表明書又は技術提案書の提出期限後において、原則として参加表明書及び技術提案書に記載され

た内容の変更を認めない。

(4) 配置予定技術者の確認

ア 参加表明書に記載した予定技術者は、原則として変更できない。但し、病休、死亡、退職等のやむ

をえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければな

らない。

イ 受注者の決定後、ＴＥＣＲＩＳ等により配置予定管理技術者の専任性（手持ち業務量）に違反の事

実が確認された場合、契約を結ばないことがある。

(5) 問い合わせ先一覧

ア 契約関係 ：〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号

沖縄県土木建築部道路街路課 業務班

電話番号 098-866-2390

イ 応募調書資料関係：〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号

沖縄県土木建築部道路街路課 企画調整班

電話番号 098-866-2390

ウ 設計図書関係 ：イと同じ。

(6) 詳細は参加説明書による。


